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この計画書は、都市計画法第３４条第１２号に基づく区域、 

予定建築物等の用途について、関係する条例等及び指定運用

方針に基づき策定するものです。 
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１ 区域指定の方針 

（１） 区域等指定の目的 

第６次鶴ヶ島市総合計画（令和２年３月策定）の基本構想「７土地利用構想」

「（２）土地利用」において、「①産業系ゾーン」は「先端産業をはじめ、商業・

業務、研究開発・教育、物流、工業などの活用を促進し、現存する緑地や水辺

に配慮しながら、地域経済をけん引していく産業拠点としての活用を図ります。」

とし、「②自然とにぎわいの協調ゾーン」は「圏央鶴ヶ島インターチェンジに近

接する立地条件を活かして、自然と産業とが調和した土地利用を図ります。」と

している。また、前期基本計画の「重点戦略３ 多様な働き方が実現できるま

ちづくり」「（１）圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地域の整備・活用」におい

て、「圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺の道路インフラなどの基盤を着実に整

備するとともに、企業支援に向けた取組を進めることにより、経済効果をもた

らす企業誘致などを推進し、地域経済の活性化を図ります。」としている。 

本市の土地の状況については、市街化区域の面積が８４６.８ｈａ（都市計画

区域の４７.８％）、うち工業・流通系の立地が可能となる工業系用途地域（準

工業地域、工業地域、工業専用地域）が１７６.８ｈａ（市街化区域の２０.９％）

となっており、これらの大半が建物等の敷地で占められている。 

また、圏央鶴ヶ島インターチェンジがフルインター化し、これに接続する都

市計画道路や国道４０７号鶴ヶ島日高バイパスなどの道路ネットワークが充実

したことから、周辺土地に対する企業の立地ニーズがさらに高まっている。 

こうした状況を踏まえ、圏央鶴ヶ島インターチェンジに近接する市街化調整

区域の土地利用の整序を図るとともに、第６次鶴ヶ島市総合計画に定めた土地

利用構想及び重点戦略を実現するため、都市計画法第３４条第１２号に基づく

区域等を指定し、本市の実情に応じた産業用地の創出と企業の誘致につなげる

ものである。 

 

（２） 区域等指定の考え方 

鶴ヶ島市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例第６条第１号に

基づく区域指定は、第６次鶴ヶ島市総合計画における土地利用構想との整合及

び既存の公共施設の整備状況や、地域住民との調整状況等を総合的に判断し、

市長が予定建築物の用途を限り指定するものとする。 

なお、区域指定を行う面積は、企業の立地動向等を慎重に見極めながら、必

要最小限とする。 

 

（３） 区域指定基準（除外すべき区域等） 

区域指定の基準は、「鶴ヶ島市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関す

る条例第６条第１号」に係る指定運用方針（以下「指定運用方針」という。）に

基づくものとする。  
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２ 上位計画等との整合 

（１） 市総合計画基本構想との整合性 

第６次鶴ヶ島市総合計画基本構想の土地利用構想において、「産業系ゾーン」

として、「先端産業をはじめ、商業・業務、研究開発・教育、物流、工業などの

活用を促進し、現存する緑地や水辺に配慮しながら、地域経済をけん引してい

く産業拠点としての活用を図ります。」としている。 

また、「自然とにぎわいの協調ゾーン」として、「圏央鶴ヶ島インターチェン

ジに近接する立地条件を活かして、自然と産業とが調和した土地利用を図りま

す。」としている。 

 

（２） 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針との整合性 

坂戸都市計画（坂戸市、鶴ヶ島市）都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針（平成２９年１月２７日告示）における「第３ 主要な都市計画の決定の方

針／１ 土地利用に関する主要な都市計画の決定の方針／（１）主要用途の配

置の方針」において、「工業地は、工業生産活動・流通業務機能の利便を増進す

るため、周辺環境への影響や公害の発生の防止等に配慮するとともに、高速道

路網や広域幹線道路等の都市施設の整備状況、周辺の土地利用を勘案して配置

する。」とされている。 

 

（３） 市都市計画マスタープラン等との整合性 

鶴ヶ島市都市計画マスタープラン（第三次改訂版 令和３年３月改訂）にお

ける「第２章 全体構想／２．分野別都市整備方針／２－１土地利用の方針／

（３）土地利用の方針」において、「工業地」を位置づけ、「工業地については、

工業生産活動や商業・業務、流通等機能の利便性を増進するため、その妨げと

なる機能の混在を防止します。併せて周辺の環境への影響や公害の発生の防止

等に配慮します。さらに、圏央鶴ヶ島インターチェンジ東側地区及びその周辺

地域については、現存する緑地や水辺に配慮しながら、産業拠点としての活用

を図ります。」としている。 

また、「南西部・圏央鶴ヶ島ＩＣ周辺地区」として「圏央鶴ヶ島インターチェ

ンジに近接する立地条件を活かして、自然と産業とが調和した土地利用を図り

ます。また、都市計画道路・広域的な幹線道路の整備の進捗に伴って産業系の

開発需要が想定されることから、周囲の営農環境や集落地の生活環境への影響

に配慮しつつ、地区計画制度や開発許可制度の機動的な運用により産業系の施

設などの立地を許容・誘導していきます。」としている。 

 

（４） その他の計画との整合性 

鶴ヶ島市立地適正化計画（令和２年３月策定）における「３ 課題解決のた

めの施策・誘導方針（ストーリー）／行政拠点および産業拠点に係る誘導方針」

において、「産業拠点」を位置づけ、「埼玉県の産業をけん引していく拠点とし

て、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺の計画的な整備を進めます。また、整備
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の波及効果、広域交通の要衝としてのポテンシャルを活かし、新たな企業立地

の促進、就業者などへのサービス機能の充実、運動公園などを活かした交流機

会の創出や、拠点内での健康づくり、スポーツ機能の整備を図り、複合的な機

能を持つ、これからの鶴ヶ島市の都市活動をけん引していく拠点の形成を目指

します。」としている。 
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３ 指定区域の選定（追加する区域） 

指定区域の選定に当たっては、まず本計画「２ 上位計画等との整合」及び指定運

用方針「６ 建築物の用途及び区域指定の要件」に基づき、区域指定の可能性のある

エリアを抽出した。（下図、黄色の着色箇所） 

次に、当該エリアのうち、本計画「１ 区域指定の方針」に基づき、「除外すべき区

域等」を除外し、残ったエリアについて企業の立地動向等を慎重に見極め、企業立地

が確実に見込まれる土地の区域を次のとおり指定した。（下図、青色の着色箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 指定済み区域（青色の着色箇所） 

区域名 面積（㎡） 指定用途 指定日 

高倉１ 5,920 .26 
流通業務・ 

工業施設 

令和４年２月１０日 
三ツ木１ 3,089  

三ツ木２ 12,380 .45 令和５年３月３１日 

高倉２ 5,033 .88 商業施設 
令和５年９月４日 

(令和６年５月２２日・一部除外) 

高倉３ 3,763 .26 商業施設 令和５年９月４日 

高倉４ 8,481 .05 
流通業務・ 

工業施設 
令和６年１０月１日 

 

  

三ツ木１ 

高倉１ 

高倉３ 

高倉２ 

三ツ木２ 

高倉４ 
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さらに、同様の観点から、新たに次の区域を追加選定するものである。 

※ 追加選定区域（赤色の着色箇所） 

区域名 所在 面積（㎡） 指定用途 

高倉５ 
大字高倉字天神前１１９１番１ 

外７筆 
8,022 .57 商業施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高倉２ 

高倉３ 

高倉１ 

三ツ木１ 

三ツ木２ 

高倉５ 

高倉４ 
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（１） 土地利用の状況 

区域名 地目 土地利用の状況 

高倉５ 畑 

現状更地であり、畑として利用されている。 

 すべての土地の地権者は、商業施設の建築を目的とす

る土地利用の転換について同意している。 

 

（２） 建築物の状況 

区域名 建築物の状況 

高倉５ 建築物はない。 
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（３） 区域の選定の考え方 

本計画「２ 上位計画等との整合」に基づき、対象となるエリアとして、第

６次鶴ヶ島市総合計画基本構想の土地利用構想における「産業系ゾーン」及び

「自然とにぎわいの協調ゾーン」並びに鶴ヶ島市都市計画マスタープラン（第

三次改訂版 令和３年３月改訂）の土地利用の方針における、「工業地」及び「南

西部・圏央鶴ヶ島ＩＣ周辺地区」のエリア内において、指定運用方針に定める

「除外区域」及び「建築物の用途及び区域指定の要件」を満たし、かつ企業の

立地動向等を慎重に見極め、企業立地が確実に見込まれる土地の区域を選定し

た。 

なお、指定運用方針に定める除外区域は次のとおりである。 

指定から除外する区域 高倉５ 

農業振興地域内の農用地区域 該当なし 

甲種・第一種農地 〃 

都市計画施設の決定区域 〃 

災害危険区域 〃 

地すべり防止区域 〃 

急傾斜地崩壊危険区域 〃 

砂防指定地 〃 

土砂災害警戒区域 〃 

浸水想定区域(浸水深さが３メートル以上の区域に限る) 

家屋倒壊等氾濫想定区域 
〃 

自然公園特別地域、自然公園普通地域 〃 

自然環境保全地域 〃 

特別緑地保全地区、緑地保全地区 〃 

近郊緑地特別保全地区、近郊緑地保全地区 〃 

ふるさとの緑の景観地 〃 

鳥獣保護区、特別保護地区 〃 

保安林・保安施設地区、地域森林計画対象民有林 〃 

 

また、指定運用方針に定める建築物の用途及び区域指定の要件は次のとおり

である。 

建築物の用途 高倉５ 

（１）流通業務・工業施設  

（２）商業施設 〇 
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区域指定の要件 

①  新たな公共施設の整備の必要が生ずるおそれがないと認めら

れること 

高倉５ 

【道路】（流通業務・工業施設） 

 ア 整備済み（整備が計画されており、開発行為の完了時点ま

でに確実に整備される見込みがあるものを含む。以下同じ。）の

標準幅員１２メートル以上の道路の沿道 

〇 

イ アの道路からの距離が概ね２５０メートル以内の区域（た

だし、アの道路に接続する整備済みの標準幅員９メートル以上

（うち、歩行可能な幅員が１.５メートル以上）の道路に接する

ものに限る。） 

― 

【排水】区域内の排水を放流するための排水先が確保できており、指定区域内

の下水を有効かつ適切に排水できること。 

 〇 

なお、雨水に対しては、指定区域内で雨水を調整、浸透させる雨水流

出抑制施設を設置することとし、その抑制容量は次のとおりとする。 

 指定区域面積 抑制容量  

３,０００㎡以上 

５,０００㎡未満 
０.０６０㎥／㎡以上  

５,０００㎡以上 

７,０００㎡未満 
０.０７５㎥／㎡以上  

７,０００㎡以上 

１万㎡未満 
０.０９０㎥／㎡以上 〇 

１万㎡以上 ０.０９５㎥／㎡以上  

【上水】水道の供給が可能であること。 

 〇 

【面積】３,０００平方メートル以上であること。 

 〇 
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区域指定の要件 

② その他の区域において、当該指定に係る予定建築物を建築する適

当な土地がないと認められること 

高倉５ 

次のいずれにも該当するものとする。（商業施設） 

 ア 市街化区域の商業系用途地域（商業地域及び近隣商業地域）にお

いて、８０パーセント以上の土地が建物の敷地となっていること。 
〇 

イ 工業系用途地域（工業地域及び工業専用地域）を除き、建築基準

法に基づき延べ面積１,５００平方メートル以上の商業施設の立地

が可能となる用途地域（第一種住居地域、第二種住居地域、準住居

地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域）内において、想定

される商業施設が立地できるほどの未利用地が存在しないか、又

は存在した場合であっても、その未利用地に接続する道路が十分

でないなど、住環境を悪化させるおそれがあると認められること。 

〇 

 

（４） 区域の面積の考え方 

指定運用方針「６ 建築物の用途及び区域指定の要件」に基づき、１区域あ

たりの面積を３，０００㎡以上とし、また、全区域の総面積を鶴ヶ島市都市計

画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則第６条第１項第３号に基

づき、２０ヘクタール未満とした。 

 

４ 公共施設の状況 

（１） 指定区域及びその周辺区域における公共施設の状況 

高倉５ 

道路 
前面道路（一般国道４０７号線及び一般国道４０７号鶴ヶ島日高バイ

パス）の幅員が２５ｍであり、指定運用方針に定める要件を満たす。 

汚水 
合併処理浄化槽で浄化した汚水は、市道３４８号線に設置している雨

水管に放流が可能である。 

雨水 
指定運用方針に基づき、雨水流出抑制施設を設置する。抑制容量は、０.

０９０㎥／㎡以上とする。 

上水 
接道する市道３４８号線に坂戸、鶴ヶ島水道企業団の配水管が敷設さ

れており、必要とする給水が行える。 

 

（２） 区域指定に伴う発生交通量の円滑な処理に向けた道路等交通施設の検討 

高倉５は一般国道４０７号線及び一般国道４０７号鶴ヶ島日高バイパスに接

している。 

当該路線は、幅員２５メートル、４車線の幹線道路であり、本区域指定に伴

う発生交通量は円滑に処理できるものと考えられる。 
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５ 進行管理計画 

（１） 区域指定スケジュール 

内容 時期 

関係（各課）機関との協議 令和６年１０月～令和７年２月 

近隣住民への周知 令和７年 ３月１１日～３月１３日 

鶴ヶ島市都市計画審議会 〃 ３月２７日 

指定の告示 〃  月  日 

 

（２） 区域指定後の土地利用の管理計画 

区域指定後の土地利用転換に合わせて、余剰地や区域指定の可能性のあるエ

リア内のスプロール化等の問題が起こらないよう、適切な土地利用の管理を行

う。 

また、同区域内における開発行為の進捗や経済・社会情勢の変化に応じて適

宜、区域指定の変更または廃止を行う。 

 

６ 周辺への影響 

（１） 施設等の立地が周辺の土地利用に与える影響及びその対策 

指定区域の周辺における土地利用は、自動車修理工場、住宅、資材置場、駐

車場である。 

交通については、指定区域は、一般国道４０７号線及び一般国道４０７号鶴

ヶ島日高バイパスと接道し、広域的な幹線道路として相応の交通量が想定され

る地域であり、商業施設の立地による住宅などへの影響は少ないものと判断で

きる。 

また、出入り口は一般国道４０７号線及び一般国道４０７号鶴ヶ島日高バイ

パス、市道３４８号線に設置するが、原則、一般国道４０７号線及び一般国道

４０７号鶴ヶ島日高バイパスを使用するため、市道３４８号線への影響は少な

いものと考えられる。 

日照については、当該指定区域に隣接する宅地は南側及び西側に位置してい

ることから、施設の立地により日影が生じる住宅は限られ、影響は少ないもの

と考えられる。 

また、周辺住民に対し、当該立地案について周知を行ったところ、反対する

意見は無かった。 

以上のことから、今後当該指定区域に商業施設が立地した場合、周辺の土地

利用状況等を勘案しても、周辺環境への影響は少ないと考えられる。 

なお、当該指定区域へ立地する企業に対しては、鶴ヶ島市都市計画法に基づ

く開発許可等の基準に関する条例及び施行規則等に基づき、周辺への影響が生

じないよう十分な対応を求め、良好な周辺環境の維持に努めていく。 
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７ 資料 

（１） 第６次鶴ヶ島市総合計画 

ア 土地利用構想 
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イ 重点戦略 
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（２） 坂戸都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針との整合性 

主要用途の配置の方針 

 

 

（３） 鶴ヶ島市都市計画マスタープラン（第三次改訂版 令和３年３月改訂） 

土地利用の方針 
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（４） 鶴ヶ島市立地適正化計画 

都市の骨格構造 

 

 

課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー） 

 

 

（５） 「鶴ヶ島市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例第６条第１項

第１号」に係る指定運用方針 

別添のとおり 

 


